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研究成果の概要（和文）：本課題では、オープンな企業間分業のもとでの製品開発について
検討した。携帯電話やカーエレクトロニクスについて検討したところ、標準化された技術
仕様にもとづき実装を容易にする複数の基幹プラットフォームが専業メーカーより提供さ
れているものの、それらを統合して製品開発するためのシステム知識の蓄積が求められる
ことが分かった。合わせて、企業は知識量に応じて技術の探索とその製品での活用の企業
間分業を進め、これらの組合せにより複数の効果的なポジション戦略のタイプが存在する
ことが明らかとなった。 

 
研究成果の概要（英文）：The study explores product development and its issues under 
open inter-firm labor division. Drawing on the cases of mobile phones and 
car-electronics, the study shows that firms are required to accumulate system 
knowledge to integrate external multiple-platforms into products even though these 
multiple-platforms provided by specialized firms encourage product development 
implementation based on standardized technology specifications. The study also 
elucidates that firms each with different knowledge amount levels collectively shape 
the inter-firm labor division of technology exploration and exploitation for product 
development, and thereby finds multiple archetypes of firms’ positioning strategies by 
the combination of firms’ knowledge amount levels and exploration/exploitation 
activities.  
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１．研究開始当初の背景 

IT 機器やデジタル機器をはじめ、独立性
の高い企業間の分業によって、オープン化／
水平分業化（以下、まとめてオープン化とす

機関番号：１２７０１ 

研究種目：基盤研究（C） 

研究期間：2009～2011 

課題番号：２１５３０３８２ 

研究課題名（和文） 複数プラットフォームの企業間分業にもとづく製品開発の実態とその課

題の研究 

研究課題名（英文） A Study on Product Development Based on Interfirm Labor Division 

of Multiple-Platforms and Relevant Issues  

研究代表者 

安本 雅典（YASUMOTO MASANORI） 

横浜国立大学・環境情報研究院・教授 

研究者番号：40293526 



 

 

る）が進んできた。オープン化が進んだ状況
では、多様な背景を持つ企業が技術・部品を
提供し斬新な製品やサービスを生み出すこ
とで、産業・技術・製品のダイナミズムが生
み出されるとされてきた。なかでも注目され
てきたのは、製品開発のためのソリューショ
ンのセットであるプラットフォームの提供
メーカー、とくにコア部品に製品機能を集約
（カプセル化）する統合プラットフォーム・
メーカーである。こうした企業が、製品シス
テムのモジュラー化を促し製品開発を容易
にすることによって、異分野や新興国等から
の新規参入が進み、産業・技術・製品のダイ
ナミズムがもたらされると考えられてきた
ためである。 

だが、こうした一部の企業だけでは、多様
な技術・部品や製品を生み出すことは難しい
はずである。それぞれの企業が独自に技術・
部品を開発する余地は失われ、製品システム
の進歩は望み難くなるからである。実際、統
合プラットフォームやこれによるモジュラ
ー化によって、開発力の乏しい新興国メーカ
ーが台頭したものの、製品や技術の発展なき
コモディティ化がもたらされる傾向が観察
されている。 

その一方で、完成品や各種プラットフォー
ム／中間システムの提供企業であっても、産
業を支えたりリードすることで、高収益をあ
げている事例は少なからず存在する。にもか
かわらず、従来は完成品開発やコア以外の各
種プラットフォーム／中間システムの供給
の意義は矮小化される傾向があり、その実態
については十分な検討がなされてきたとは
言い難い。 

以上の点をふまえれば、視点を転じて、完
成品や各種プラットフォーム／中間システ
ムを担う様々な企業が分散的に開発を進め
ている分業ネットワークと、そうしたネット
ワークを活かした製品開発の実態や課題を
検討する必要があると考えられた。 

 

２．研究の目的 

本課題の目的は、完成品や各種プラットフ
ォーム／中間システムの開発・提供企業間の
分業に着目して、完成品の製品開発に関わる
企業間ネットワークのあり方をとらえ直し、
オープン化の進んだ環境下での製品開発の
実態と課題を明らかにすることにある。製品
システムの様々なレベルでシステムの統合
を担う企業が存在し、そのなかで完成品の製
品開発には独自の意義と課題が存在するで
あろうというのが、本課題の基本的な視点で
ある。 

このような視点にもとづき、本課題では、
まず、「様々なベンダーや完成品メーカーが
どのようにプラットフォーム化を進め分業
ネットワークを作り上げてきたのか」を、経

時的に明らかにすることを狙いとした。従来
は、主に効果的な製品開発のための企業内製
品・技術プラットフォームが注目されてきた。
こうしたプラットフォームが、企業間分業を
通じて開発・提供されるようになっている。
この点をふまえ、各種プラットフォームや製
品の開発がカバーする範囲を考慮しつつ、企
業間分業の成り立ち、構造、実態を明らかに
することにした。 

続いて、こうした分業のネットワークにお
ける、「各企業の役割や戦略(ポジション)」を
明らかにすることで、製品開発の実態と課題
を検討した。合わせて、系統的な分析を行う
ために、各企業の役割や戦略を左右する要
因・条件を明らかにしようと試みた。その上
で、こうした企業間分業における、「完成品
メーカーの製品開発の実態と課題」について
記述し明らかにすることを目指した。 

本課題では、以上の点について海外企業を
含めて検討することで、オープン化の進んだ
環境下で求められる企業戦略や開発能力の
解明を試みた。こうした本課題の成果は、オ
ープン化のもとでの技術・製品開発について、
実践的な示唆をもたらすと期待された。 

 

３．研究の方法 

本課題では、携帯電話端末や自動車の車載
制御エレクトロニクス機器（ECU）の開発と
そのための企業間分業に焦点を当て、日欧台
を中心に世界的に調査・データ収集を進める
ことで、以下の３つの課題について検討した。
①どのようにして製品開発と各種プラット
フォーム／中間システムの開発・提供の企業
間分業が行われるようになったのか。その結
果、②製品開発のためにどのような企業間分
業がなされるようになっているのか。こうし
た分業のなかで、③各企業はどのような要
因・条件にもとづいて、どのようなポジショ
ニング戦略を採用し、またどのような役割を
果たしているのか。そして、④どのように完
成品(半完成品)の製品開発が行われ、何が課
題となっているのかである。 
本課題では、先行研究や関連公刊データの
検討を進めて検討すべき変数や因果関係に
予測をたてながら、実態調査を進め、そのな
かでさらに関連する変数や因果関係を見出
していくという、探索的な方法をとった。 
本課題は探索的なものであるが、調査の方
針と理論を固めるために、他産業・製品分野
で得られた先行研究の知見を用いて枠組み
を整理しながら、調査・検討は進められた。 
調査では、まず、オープン化の動きが活発
になった 1990年代末以降の経時的変化から、
技術構成のあり方の変化とともに、プラット
フォームの提供、企業間分業、完成品(半完
成品)開発の変化をもたらした条件と要因を
おさえ、構造的に記述・分析した。その後、



 

 

変数や因果関係をおさえた上で、製品開発に
関わる国際分業、そのなかでの各企業の戦略
的ポジションや役割、ならびにそれらを決定
する要因・条件、そして戦略的ポジションや
役割に対応した、完成品(半完成品)開発の実
態と課題について検討した。 
データは、大別して２種類の方法で収集し
た。一つは、インタビュー調査である。分業・
開発環境の変化や開発の実態については、携
帯電話と車載エレクトロニクスに関連する
日欧台等の完成品(半完成品)機器や基幹ソ
フトウェアのメーカー30 社以上に対するイ
ンタビュー調査から情報を得た。なかでも、
14 社からは外部技術活用や開発に関する質
問票の回答を得た。４社の協力企業からは、
定期的な意見交換の場で開発の実態につい
ての情報を得るとともに、資料提供を受けた。
こうした意見交換の場では、情報確認のみな
らず、視点、予測、成果について、実務家か
らのフィードバックを受け、調査・研究の修
正を行った。これらと合わせて、関連する企
業に対して補完的な調査を国内外で行った。 
もう一つは、業界刊行物等の公刊資料や公
刊データの集約による情報収集である。主要
構成要素の企業間での取引については、公刊
データにより取得した。これらの情報に加え、
提携/競争状況、製品セグメント、技術の標
準化動向等についても、公刊データを活用し
て把握した。一方で、特許情報については、
公刊データとともに、上記の協力企業 1社か
ら提供を受けた。 
以上の一連の作業により、上記の４つの課
題について一定の成果を得るとともに、今後
検討すべき理論的・実務的課題を提示した。 

 
４．研究成果 
本課題の成果は、以下の通りである。 
 
（１）まず、国内外について、技術仕様(通
信技術)の標準化(コンセンサス標準)が進ん
だ携帯電話産業について、1990 年代半ば以降
の複数のインテグレータ（統合）企業の登場
を時系列的に確認した。コンセンサス標準と
は、複数企業のコンソーシアムによる標準化
であり、技術の普及によるオープン化を促す。
こうした標準にもとづいて、独立した専業メ
ーカーから各種の機能を実現するプラット
フォームの開発・提供が進んだため、それら
を活用して各社独自の製品システムの開発
が行われるようになってきた(図１)。 

図１ 外部プラットフォームの提供と活用 

従来は、必要な技術を保有し製品の開発も
行う統合型企業が主体であった。こうした企
業に代わり、各種のプラットフォーム提供や
完成品(半完成品)開発に特化した、システム
のインテグレータ(統合)企業が登場し分業
を進めることで、オープン化は進んできた
(図２)。 

 

図２ 複数のシステム統合企業による分業 

 
こうした事実は、①技術仕様の標準化が

なされていても、各種の中間システムやプラ
ットフォームを提供したり、それらを用いて
システムの統合を担う専業企業(各種プラッ
トフォームや中間・完成品システムの提供
者)が成長し技術を媒介・活用することが、
オープン化（ビジネス・エコシステムの成立）
には不可欠であることを示唆している（図
３）。技術仕様の標準が存在するだけでは、
その元となる技術を開発し製品化できる統
合型企業以外の企業が参入することは、容易
ではないとも言える。 

図３ 技術の媒介・活用を担うシステム統合企業 

 
また、これらの発見は、②一部の有力な技

術供給企業（例えばプラットフォーム・リー
ダー）や従来の統合型企業をはじめとした、
技術の標準化主体だけが産業を牽引してい
るわけではないことを示している。 
合わせて、海外と比べ、国内ではこうした

専業化による分業が容易に進まなかったこ
とも確認された。以上の傾向は、補完的に実



 

 

施した車載エレクトロニクスに関する調査
でも、確認された。 
 
（２）従来の統合型企業とは異なり、各種の
プラットフォーム提供や完成品(半完成品)
開発を担う企業は、システムの階層やセグメ
ント（ローエンド～ハイエンド）を絞り込ん
で製品を開発・提供する傾向にあることを確
認した。より具体的には、2000 年代初頭から
2008 年までの期間の世界の携帯電話端末産
業について、主要企業のカバーする階層を把
握しつつ、各年のセグメント別の出荷量や営
業利益率のデータを検討することで、こうし
た傾向を確認した。 
オープン化が進むなかで、システムの階層

別、セグメント別にプラットフォームや完成
品が提供されるようになり、市場の分化が進
んでいる。とくに完成品メーカーに関しては、
従来の統合型企業を含め、階層やセグメント
を絞り込んでいる企業ほど安定的に営業利
益率が高い傾向にあることを確認した。 
 
（３）以上の成果をふまえると、コンセンサ
ス標準による技術の世界的な普及によって
オープン化が進んでいる場合、技術の保有と
製品開発の実装による事業上の成果は必ず
しも関連しないことが予想された。この点に
ついて、携帯電話産業（実質的に世界標準と
なっている第二世代・第三世代欧州規格）に
ついて、技術の普及の進んだ 2000 年代半ば
を中心とした期間について検討を行った。 
基本特許の保有シェア状況と実装の各分

野（端末、通信プラットフォーム、アプリケ
ーション・プラットフォーム）でのシェア状
況との相関を検討したところ、ほぼ全ての製
品分野で 1％～5％水準で、技術仕様と実装に
関わる事業上の成果との間には相関がない
ことが明らかとなった。 
技術開発・標準化と事業上の製品開発とを

密接に関連付ける開発戦略（例えばプラット
フォーム・リーダーシップ戦略）が注目され
がちではあるものの、全般的には技術開発・
標準化と事業上の実装は分離され、企業間で
分業される傾向にあると言える。つまり、技
術 開 発 ・ 標 準 化 を 軸 と し た 「 探 索
（exploration）」中心の戦略以外に、実装に
特化した「活用（exploitation）」戦略も有
効となってきていると予測される。 
 
（４）以上の点をふまえ、2002 年～2007 年
の期間について、国内外の携帯電話産業にお
ける、実装に関わるプラットフォーム/シス
テム(完成品)企業間の関係についてネット
ワーク分析を行った。 
より具体的には、この期間にリリースされ

た第三世代のハイエンド／スマートフォン
約 250 機種と、それらの主要構成要素（通信

／アプリケーション関連の OS と IC）の提供
企業（58 企業、コンソーシアム）間の関連を
検討した(図４)。 

図４ 携帯電話端末開発のビジネス・エコシステム 

 
その結果、異なった役割(各種技術／プラ

ットフォームの提供、媒介、活用)を果たす
複数のハブ企業が中核となるネットワーク
を形成し（図４の網掛け部分）、それを中心
に企業やネットワークが連結して、全体とし
てはビジネス・エコシステムが形作られてい
ることが確認できた（図５）。 

図５ システム統合企業によるエコシステムの発達 

 
既存の統合型企業は中心性が低く、実質的
には技術や開発能力「囲い込み」を行ってい
る。また、日本企業は、もっぱら国内企業間
で「囲い込み」を行っている。一方、新興企
業を中心に、外部の様々な技術／プラットフ
ォームを媒介したり活用することで中心性
の高い一群の企業が存在する。 
こうした企業は従来顧みられることが多く
はなかったが、コンセンサス標準の下では、
これらの企業によって、既存企業を中心とし
たネットワークが連結され、ビジネス・エコ
システムが形作られていると考えられる。こ
うした状況は、試行的に検討された車載エレ
クトロニクス産業に関する分析でも部分的
に確認された。 



 

 

 
（５）（４）のネットワーク分析の結果に加
え、企業の戦略に影響を与える規模(分野別
のシェア)と技術（保有基本特許数）を考慮
して、実装面での企業のポジショニング戦略
のタイプを検討した。その上で、成果(利益
率)との対比を行った。 
コンセンサス標準の下では、技術開発・標

準化と実装の両面でプラットフォームを提
供し産業のエコシステムを主導する、典型的
なプラットフォーム・リーダーは存在しなか
った。代わりに、技術と実装を自社で囲い込
んでポジションを築いている規模の大きな
標準化推進企業、実装に特化したプラットフ
ォーム提供企業、外部の標準化された技術の
活用者／ニッチ企業など、４タイプの戦略を
仮に見出すことができた。これらのうち、成
果が芳しくないタイプは、技術と実装を自社
で囲い込んでいるものの、それに見合った十
分な規模を確保できていないタイプであっ
た。 
 
（６）外部の技術やプラットフォームの活用
に関しては、各企業が保有する技術量の影響
がある。この点について、車載エレクトロニ
クスの分野について、各企業の保有関連特許
数が、どのように技術の標準化への関与や標
準化された技術の活用と関連しているのか
について、補完的な検討を行った。 
その結果、既に自社技術蓄積がある規模の
大きめの企業やその関連企業は外部の技術
やプラットフォームの活用には必ずしも積
極的ではなく、それぞれ自社システム構築を
志向する傾向にあることが確認された。同時
に、むしろ技術蓄積がより少ない中堅企業の
方が、自社外での標準化を推進したり、その
成果を活用する傾向にあることが確認され
た。こうした結果は、外部の技術やプラット
フォームの活用は一様に行われるのではな
いことを示している。各企業独自の背景（と
くに保有技術の量）によって、各企業のポジ
ショニングは変わってくるのであり、企業の
属性別に戦略は検討すべきであると言える。 
 
（７）携帯電話産業に関して、以上に検討し
た世界の状況と、実装面の大部分をコントロ
ールする単一のプラットフォーム提供者が
支配的なポジションを確保している中国の
状況とを事例比較した。その結果、以下の予
測が得られた。単一プラットフォーム企業を
中心としている方が技術の普及のスピード
は速いものの、産業としてコモディティ化し
やすい。一方、複数のプラットフォーム/シ
ステム企業が相互補完的なネットワークを
形作っているほうが、製品システムのイノベ
ーションが起こりやすい。この予測は、さま
ざまな企業が相互に各種の技術／プラット

フォームを提供・媒介・活用することで、産
業のダイナミズムが生じるという先行研究
の知見と合致している。 
 
（８）オープンな分業が進む中での製品開発
では、社内外の技術やプラットフォームを用
いてシステムの統合（設計・評価・検証）を
行う必要がある。この点について、外部の技
術やプラットフォームの活用に徹した国際
的な完成品企業の事例を検討した。 
こうした企業は、外部から提供される基幹
技術をおさえながら、先行してシステムの構
成や機能配分を定めるシステム・アーキテク
チャを構築し、評価・検証を進めている。そ
の上で、外部から提供される各種プラットフ
ォームを統合することで製品を開発してい
る。ただし、こうした企業は、たんに外部の
技術を後追いしながら活用しているだけで
はない。複数プラットフォームを統合するた
めのシステムの知識を保持し、先行して提供
される外部の基幹技術(紫部分)を手掛かり
に、自ら先行してシステム統合（青部分）を
進める体制を構築している（図６）。 

図６ 外部技術・プラットフォームの統合の仕組み 

 
こうした体制にもとづき、企業内にシステ
ムに関する知識を蓄積することで、各種プラ
ットフォームのリリース時にはそれらを迅
速に導入し統合する準備がなされている。そ
うすることで、こうした企業は、外部技術の
変化にただ受動的に対応するのではなく、外
部技術の変化により能動的に対応できる。 
外部の各種の技術やプラットフォームが広
く活用可能な状況では、最新の技術やプラッ
トフォームにいち早く対応できることが不
可欠である。新しい基幹技術が提供されてか
ら、それを用いたプラットフォームのリリー
スが提供されるまで待って製品開発を進め
るのでは、時間的に大きく後れをとってしま
う。 

この事例は、外部の複数プラットフォーム
を活用して製品開発を行う企業であっても、
それらをたんに受動的に活用しているわけ
ではないことを示している。受動的に外部の



 

 

技術を活用するだけでは独自の差別化は困
難であるし、またオープン化し変動する環境
下でますます重要となっている時間的なタ
イミングに後れをとりかねない。外部技術の
活用に徹した企業であっても、外部からの最
新の基幹技術を手掛かりに、自ら先行して自
社システム開発を進めて、円滑に外部の複数
プラットフォームを統合し活用できるよう
にしていなくてはいけない。すなわち、自ら
開発知識を蓄積していく必要があるのであ
る。 
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